
 

福岡市南区健康推進連合会規約 

第１章 総  則 

（名 称） 

第１条 本会は、福岡市南区健康推進連合会と称する。 

（組 織） 

第２条 本会は、南区内各校区健康推進団体（自治協議会組織の保健活動に携わる部署を含む）

をもって組織する。 

（目 的） 

第３条 本会は、各校区健康推進団体の実践活動の振興を図り、もって健康づくり活動等の推

進及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

（事 業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

(1) 各校区健康推進団体の連絡調整に関すること。 

(2) 各校区健康推進団体の育成及び研修に関すること。 

(3) 健康推進連合会活動の功労者の表彰及び推薦に関すること。 

(4) 各種団体との連絡協調に関すること。 

(5) その他、本会の目的達成に必要なこと。 

（事務所） 

第５条 本会の事務所は、福岡市南区保健福祉センター内に置く。 

 

第２章 役  員 

（役 員） 

第６条 本会に次の役員を置く。 

(1) 会  長 １名 

(2) 副 会 長 ２名 

 (3) 常任理事 ３名 

 (4) 理  事 各校区から２名 

 (5) 会  計 １名 

(6) 監  事 ２名 

(7)  顧  問 １名 (理事会の推薦により会長が委嘱する。) 

 

（役員の選出） 

第７条 役員は、次の方法により選出する。 

(1) 会長、副会長、会計、監事は、常任理事会において理事の中から選出し、理事会の承

認を受けるものとする。 

(2) 常任理事は、理事の互選により選出する。 

(3) 理事は、各校区健康推進団体の中から自治協議会等が推薦する。 

（役員の職務） 

第８条 役員の職務は、次のとおりとする。 

(1) 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 



 

(2) 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代行する。 

(3) 常任理事は、第１３条の規定に掲げる事項を行う。 

(4) 理事は、第１２条の規定に掲げる事項を行う。 

(5) 会計は、金銭の出納及び財産の管理を所管する。 

(6) 監事は、会計を監査する。 

(7)  顧問は、重要事項について会長の諮問に答える。 

 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は、２ヵ年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了後においても後任者が就任するまで、その職務を行うものとする。 

４ 会長の任期は、３期６ヵ年を限度とする。 

 
第３章 会  議 

（会議の種類） 

第１０条 本会の会議は、理事会、常任理事会とする。 

（会議の招集） 

第１１条 会議は、会長が招集し、議長は、会長があたるものとする。 

（理事会） 

第１２条 理事会は、会長、副会長、常任理事、理事及び会計をもって構成する。 

２ 理事会は、本会の最高議決機関であり、次に掲げる事項について審議決定する。 

(1) 事業計画及び事業報告に関すること。 

(2) 予算及び決算に関すること。 

(3) 役員の選出に関すること。 

(4) 規約及び規程の制定、改正、廃止に関すること。 

(5) その他、会の運営に関すること。 

（常任理事会） 

第１３条 常任理事会は、会長、副会長、常任理事及び会計をもって構成し、次の事項を審議

する。 

(1) 理事会に付議すること。 

(2) 理事会の運営に関すること。 

(3) 理事会において委任されたこと。 

(4) 表彰の決定、推薦に関すること。 

(5) その他、会の運営に必要なこと。 

２ 会長は、必要に応じ常任理事会に監事の出席を求めることができる。 

（定足数） 

第１４条 会議は、会議を構成する者の２分の１以上の出席がなければ開会することができ

ない。ただし、やむを得ない理由により出席できないときは、委任状をもってかえること

ができる。 

（議 決） 

第１５条 本会の会議は、出席者の過半数をもって決する。ただし、賛否同数の場合は、議



 

長の決するところによる。 

(書面決議) 

第１６条 やむを得ない理由のため、会長が必要と認めたときは、理事はあらかじめ通知さ

れた事項について書面(電磁的記録を含む)をもって表決することができる。 

２ 前項の場合における第１２条及び第１３条の規定の適用については、出席したものとみ

なす。 

３ 第１項の場合において、可否同数の場合は会長の決するところによる。 

（専 決） 

第１７条 会長は、緊急を要する事項について専決することができる。ただし、権限の属す

る会議に報告し承認を求めなければならない。 

 

第４章 庶 務 会 計 

（事務局） 

第１８条 本会に事務局を置き、職員は、次のとおりとする。 

(1) 事務局長   １名 

(2) 事務局次長  １名 

(3) 職員    若干名 

（経 費） 

第１９条 本会の経費は、補助金その他の収入をもってあてる。 

（事業及び会計年度） 

第２０条 本会の事業及び会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（規約の改廃） 

第２１ この規約を改正又は廃止する場合は、理事会において出席者の３分の２以上の同意を

得なければならない。 

 

附 則（昭和５０年５月２９日） 

１ この規約は、昭和５０年５月２９日から施行する。 

２ この規約施行当初の役員の任期は、第９条の規定にかかわらず昭和５３年３月３１日ま

でとする。 

 

附 則（昭和６０年５月２５日） 

この規約は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年５月２６日） 

この規約は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年５月３１日） 

この規約は、平成１４年５月３１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２４日） 

この規約は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年５月３０日） 



 

この規約は、平成２０年５月３０日から施行する。 

附 則（平成２２年５月３１日） 

この規約は、平成２２年５月３１日から施行する。 

附 則（平成２３年５月３０日） 

この規約は、平成２３年５月３０日から施行する。 

 

附 則（平成２９年４月１日） 

この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年７月１日） 

この規約は、令和２年７月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年７月１日） 

この規約は、令和４年７月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年４月１日） 

この規約は、令和６年４月１日から施行する。 

 


